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「第217回国会(常会・令和７年１月24日～令和７年６月22
日)」で成立した宅地建物取引関連の主な法律について

老朽化したマンションの増加等
の社会経済情勢の変化に鑑み、
マンションその他の区分所有建
物の管理及び再生の円滑化等を
図るため、区分所有建物の再生
等の実施の円滑化、集会の決議
要件の合理化、所有者不明専有
部分管理命令の制度の創設、敷
地共有者等集会制度の対象範囲
の拡大、マンション管理適正化
支援法人の登録制度の創設等の
措置を講ずる。

地域の自主性及び自立性を高め
るための改革を総合的に推進す
るため、地方公共団体等の提案
等を踏まえ、地方公共団体に対
する義務付けを緩和する等の措
置を講ずる。

近年の気候変動等に対応して港
湾の保全及び円滑な利用の確保
を図るため、港湾管理者による
協働防護計画の作成及び同計画
に定められた事業の実施に係る
工事の許可の特例、非常災害時
における他人の土石の収用等に
係る措置の拡充、港湾管理者が
管理する港湾施設の改良工事の
国土交通大臣による代行制度の
創設、海洋再生可能エネルギー
発電設備等拠点港湾における港
湾施設の利用を調整する制度の
創設等の措置を講ずる。
最近における森林の経営管理を
めぐる状況に鑑み、森林の循環
利用を促進するため、市町村等
が経営管理の集約化に関する目
標等を定める構想を定めた場合
に、市町村はその実現のため経
営管理権及び経営管理実施権を
一括で設定することを可能とす
るとともに、施業実施協定に加
え、施設整備等の共同化に関す
る協定を追加する等の措置を講
ずる必要がある。

一部を除き、令
和８年４月１日
から施行

老朽化マンショ
ン等の管理及び
再生の円滑化等
を図るための建
物の区分所有等
に関する法律等
の一部を改正す
る法律

Ｒ７.５.30Ｒ７.５.23国土交通省

一部を除き、公
布の日から起算
して３月を経過
した日から施行

一部を除き、公
布の日から起算
して６月を超え
ない範囲内で施
行

公布の日から起
算して１年を超
えない範囲内で
施行

行政手続におけ
る特定の個人を
識別するための
番号の利用等に
関する法律及び
住民基本台帳法
の一部を改正す
る法律

Ｒ７.５.23Ｒ７.５.16デジタル庁

港湾法等の一部
を改正する法律

森林経営管理法
及び森林法の一
部を改正する法
律

Ｒ７.４.23Ｒ７.４.16国土交通省

Ｒ７.５.30Ｒ７.５.23農林水産省



40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0

120

100

80

60

40

20

0

▲5.0

▲10.0

▲15.0

▲20.0

▲25.0

（
前
年
同
月
比
）

（
着
工
戸
数
）

（％）

（千戸）

（年・月）

●新設住宅着工戸数の推移（月別。 ▲はマイナス）

12 214 65 438 97 1110
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　着工戸数の季節調整済年率換算値は、同

42.0％減の62万6千戸となり、3カ月ぶりの減

少となりました。

　持ち家では、民間資金分が同24.4％減の1

万2,362戸と先月の増加から再びの減少、公

的資金分でも同16.5％減の1,273戸と3カ月ぶ

りの減少となったため、全体でも減少となり

ました。

　貸家では、公的資金分が同8.1％増の2,734

戸と7カ月連続の増加となったものの、民間資

金分が同30.8％減の2万2,205戸と3カ月ぶり

の減少となったため、全体でも減少となりま

した。

　分譲住宅では、マンションが同36.9％減の

7,709戸と4カ月ぶりの減少、戸建て住宅でも

同22.8％減の8,169戸と先月の増加から再び

の減少となったため、全体でも減少となりま

した。

　岐阜県の利用関係別着工戸数をみると、持

ち家が同2.3％増の397戸と2カ月連続の増加

となったものの、貸家が44.7％減の202戸と2

カ月ぶりの減少、分譲住宅でも同17.5％減の

99戸と3カ月連続の減少となったため、岐阜

県全体では、同21.3％減の700戸と2カ月ぶり

の減少となりました。

　三大都市圏をみると、首都圏では、持ち家

が同18.6％減の3,077戸、貸家が同10.7％減

の1万749戸、分譲住宅でも同38.0％減の

6,729戸と全利用関係別で減少となったた

め、首都圏全体では同22.6％減の2万695戸と

なりました。

　中部圏では、持ち家が同27.0％減の1,979

戸、貸家が同53.0％減の1,555戸、分譲住宅

でも同21.6％減の1,765戸と全利用関係別で

減少となったため、中部圏全体では同36.2％

減の5,356戸となりました。

　近畿圏では、持ち家が同22.9％減の1,802

戸、貸家が同29.1％減の4,993戸、分譲住宅

でも同22.2％減の3,311戸と全利用関係別で

減少となったため、近畿圏全体では同25.7％

減の1万145戸となりました。

　建築工法別では、戸建て系商品を中心とす

るプレハブの持ち家が同18.1％減の1,668

戸、貸家が同21.3％減の4,174戸、分譲住宅

でも同18.4％減の386戸と減少となったた

め、全体では、同20.5％減の6,238戸と先月

の増加から再びの減少となりました。

　2×4では、持ち家が同29.6％減の1,667

戸、貸家が同55.4％減の2,646戸、分譲住宅

でも同32.2％減の506戸と減少となったた

め、全体では、同46.6％減の4,839戸と3カ月

ぶりの減少となりました。

前年同月比（伸び率）着工戸数

４月新設住宅着工４月新設住宅着工
　国土交通省がまとめた4月の新設住宅着工戸数は、持ち家が前年同月比23.7％減の1万3,635戸

と先月の増加から再び減少、貸家が同27.9％減の2万4,939戸と3カ月ぶりの減少、分譲住宅でも

同29.7％減の1万6,148戸と3カ月ぶりの減少となったため、4月の新設住宅着工戸数全体では、

同26.6％減の5万6,188戸と3カ月ぶりの減少となり、着工床面積でも、同27.6％減の417万7

千㎡と3カ月ぶりの減少となりました。



　平成３０年４月施行の改正宅建業法において、既存住宅の取引における媒介契約書に「建物状況

調査のあっせんの有無の記載」や重要事項説明時の「建物状況調査結果の概要説明」などが義務付

けられたことにより、本会では、会員の方に、アットホーム(株)との提携による「建物状況調査／

瑕疵保証・保険サービス」を提供してきましたが、令和７年７月３１日（木）をもって本サービス

を終了することとなりました。

　なお、(一財)ハトマーク支援機構が業務提携をする住宅保証機構(株)、ジャパンホームシールド

(株)、さくら事務所（インスペクションパック）につきましては、引き続きサービスを利用するこ

とができます。
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information インフォメーション

アットホーム (株)による「建物状況調査事業
者紹介サ―ビス」終了のお知らせ

　重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律

（以下「法」という。）に基づく注視区域及び特別注視区域の指定・変更に関する告示が、令和７

年６月２５日に公布されましたのでお知らせします。本告示は、令和７年８月１日をもって施行

することとされており、新たに特別注視区域に指定された「防府北基地レーダー地区」（山口県山

陽小野田市）においては、同日以降、法第１３条に基づく土地等に関する所有権等の移転等の届

出に係る義務が生じることとなります。

　なお、制度の概要や注視区域・特別注視区域の図面について、内閣府ホームページに掲載して

いるとともに、問い合わせについては、内閣府重要土地等調査法コールセンターにおいて対応さ

れています。

【内閣府ホームページ】

・重要土地等調査法

　https://www.cao.go.jp/tochi-chosa/index.html

・区域の指定について

　https://www.cao.go.jp/tochi-chosa/kuiki.html

・届出について

　https://www.cao.go.jp/tochi-chosa/todokede.html

 （問い合わせ先）

  内閣府重要土地等調査法コールセンター

  　電話番号 ０５７０－００１－１２５（平日９：３０～１７：３０）

重要施設周辺及び国境離島等における土地等の利用状況の調
査及び利用の規制等に関する法律に基づく区域の指定について
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事例

　売主Ｘと買主Ａは、宅建業者Ｙの仲介により、或る土地建物について、代金４０００万円の売

買契約をした。Ｘの不履行でＡが本契約を解除した場合には、Ｘは既受領金を返還し、別に違約金

８００万円を支払う旨の特約が設けられていた。

　また、本件建物は、宅建業者Ｚ仲介の下で、Ｓ社がＸから賃借中であったが、その期間が満了す

る１０カ月後には退去になることが取引の前提とされていた。

　ところで、Ｚは、Ｓ社に対し、定期賃貸借契約書なる書面を渡したうえ、更新はないとの説明を

了していたが、借地借家法の３８条書面は交付されずにいた。

　そのうえ、双方は、覚書を交わしてこれを１年延長もしていた。

なお、Ｙは、上記二つの書面はＸから見せてもらっていた。

　Ａは、その言を信じて、契約と同時に代金金額を支払ったが、Ｓ社は話が違うとして、立ち退か

なかった。

　この結果、Ｓ社は、普通借地権としてなお有効であり、更新はできると主張したので、Ｘは仕方

なく解決金３００万円を支払って立ち退いてもらうことにした。

　Ｘは、Ｙに対し、不動産に係る必要な調査・確認や販売取引上のリスク説明を怠ったとして、損

害賠償請求の訴えを提起した。

判断のポイント

　Ｘも誤解していたうえ、ＸＳ社間の建物賃貸契約が完全なものでなかったにせよ、宅建業者Ｚが

入って賃貸の仲介をしていた事案になるが、それでも、Ｙは、その責任を問われることがあるのか。

　あるとすればどうしてか。

　何を調査・確認し、どう指示すべきであったか。

〔結果・Ｙ敗訴〕

顧問弁護士 浦 田 益 之

善良な管理者の注意

第26回 Learn through Legal thinking
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不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

不動産取引
判例集

判例集

【事案の概要】　　　

　平成27年７月、売主Ｙ１（被告・宅建業者）は、本件土地について、地上建物のＡビル（昭和35年築）

を取り壊し更地にして引き渡す条件で、買主Ｘ（原告）と代金38億円とする本件売買契約を締結し

た。

　Ａビルは、Ｙ２（被告・宅建業者）が所有するＢビル（昭和34年築）と密着して建築され、一体

として利用されていたことから、Ｙ１は、解体工事に当たってＡ・Ｂビルの床取合部を手斫り（ては

つり）し、Ｂビルのドア跡部分や屋上部分の接着面に補修を行うなどして、Aビルの解体工事を終

了させ、平成27年12月に本件土地をＸに引き渡した。

　Ｘは本件土地を、平成28年１月より時間貸駐車場用地としてＣ社に賃貸したところ、同年10月、

Ｂビルの外壁の建材が剥離して本件土地に落下する事故が発生したため、Ｃ社は15区画の駐車場の

うち10区画を閉鎖し、ＸとＣ社は月額賃料480万円を160万円に減額する合意をした。

　平成28年12月、Ｙ２は、Ｂビルの外壁の一部をネットで覆う措置をとったが、建材の剥離は続き、

剥離した建材はネット内にとどまるばかりでなく、ネットの外の本件土地との境界線付近に散乱し

たため、平成29年６月、Ｘは、Ｙ１及びＹ２に対し、Ｂビルの外壁の補修工事と補修工事完了までの

賃料減少分の損害賠償を求める本件訴えを提起した。

　令和元年11月にＹ２がＢビルの外壁の補修工事を完了したことから、ＸとＣ社は、令和２年１月

より、落下事故前と同様に15台分の駐車場賃料480万円で賃貸することとし、Ｘは本件訴えのうち、

外壁補修工事を求めていた部分を取り下げ、本件落下事故による賃料減少分の損害について、Ｙ１

には本件売買契約上の債務不履行（不完全履行）などがあるとして、Ｙ２には、Ｂビルの設置保存の

瑕疵により上記損害が生じたとして、8,878万円余を求める訴えに変更した。

【判決の要旨】

　裁判所は、次のように判示して、Ｘの請求を認容した。

（Ｙ１の責任について）

　Ａ・Ｂビルは、電気・水道・ガス等を共有し、屋上部分等が接触していたが、Ａ・Ｂビルの鉄筋は

接続されておらず、一部の梁は外見上一体に見えるものの、梁の間が木製の合板によって分離され

ており、独立した建物であったと認めるほかない。

　また、解体工事によってＢビル南側外壁に損傷が生じたと認めるに足りる具体的な証拠はない。

むしろ、床取合部に手斫りでの工事がなされていたことなどから解体工事は慎重に行われていたと

推認することができる。

　調査意見書の内容を踏まえると、事故は、解体工事でＢビル南側外壁に生じた解体痕から剥離し

た建材の落下によって生じたものではなく、Ａビルの建築から事故までの約55年間、Ａビルの存在

により補修されず、自然劣化が進んだ状態であったＢビル南側外壁が、解体工事で外部に露出し、

その劣化が風雨や紫外線にさらされたことで進行した結果生じたものであったと認めるのが相当で

ある。

　Ｙ１は、Ｂビル南側外壁は、約55年間にわたって全く補修がされておらず、Ａビル解体後、Ｂビル

南側外壁を放置すれば、老朽化や長期間の未補修を要因として外壁の剥離が起き得る状況にあり、

Ｙ１はそのことを予見し得たと自認していることや、Ｙ１が売買契約の売主として、建物を解体し

てＸに引き渡すべき義務を負っていたことからすると、Ｙ１にはＸに対し、解体工事後に露出した

Ｂビル南側外壁からの建材剥離によって土地の利用が妨げられる可能性を説明し、対処を促すべき

法律上の義務（これは契約上の義務であるとともに、不法行為上の義務でもある。）を負っていた

と評価するのが相当である。

（Ｙ２の責任について）

　本件事故は、前述の調査意見書のとおり、Ｂビル南側外壁の外部露出による自然劣化の進行によ

り生じたものであったと認められ、Ｙ２のＢビル南側外壁の設置保存の瑕疵によって生じたもので

あったということができる。よって、Ｙ２は、民法717条１項（工作物責任）に基づき、本件事故によっ

てＸに生じた損害について賠償する責任を負う。

（損害について）

　本件事故によってXに生じた時間貸駐車場の賃料収入の減少分はＹ１の義務違反及びＹ２所有の

Ｂビルの設置保存の瑕疵と相当因果関係を有する損害と評価するのが相当である。Ｙ１はＸに対し、

不法行為（民法709条）による損害賠償債務として8,878万円余を支払うべき義務を負い、Ｙ２は

Ｘに対し、不法行為（民法717条１項）による損害賠償債務として支払うべき義務を負うが、これ

らは不真正連帯債務の関係に立つと解される。

　隣地建物と密着していた建物を解体し更地にした売主業者から
更地を購入した買主が、隣地建物外壁の剥離落下事故発生により、
貸駐車場の一部が使用できなかったことから、売主業者及び隣地
建物所有者に対して、駐車場収益減少による損害の賠償を求めた
事案において、両者に不真正連帯債務の賠償責任が認められた事
例

（東京地裁　令和３年７月20日判決）
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その劣化が風雨や紫外線にさらされたことで進行した結果生じたものであったと認めるのが相当で

ある。

　Ｙ１は、Ｂビル南側外壁は、約55年間にわたって全く補修がされておらず、Ａビル解体後、Ｂビル

南側外壁を放置すれば、老朽化や長期間の未補修を要因として外壁の剥離が起き得る状況にあり、

Ｙ１はそのことを予見し得たと自認していることや、Ｙ１が売買契約の売主として、建物を解体し

てＸに引き渡すべき義務を負っていたことからすると、Ｙ１にはＸに対し、解体工事後に露出した

Ｂビル南側外壁からの建材剥離によって土地の利用が妨げられる可能性を説明し、対処を促すべき

法律上の義務（これは契約上の義務であるとともに、不法行為上の義務でもある。）を負っていた

と評価するのが相当である。

（Ｙ２の責任について）

　本件事故は、前述の調査意見書のとおり、Ｂビル南側外壁の外部露出による自然劣化の進行によ

り生じたものであったと認められ、Ｙ２のＢビル南側外壁の設置保存の瑕疵によって生じたもので

あったということができる。よって、Ｙ２は、民法717条１項（工作物責任）に基づき、本件事故によっ

てＸに生じた損害について賠償する責任を負う。

（損害について）

　本件事故によってXに生じた時間貸駐車場の賃料収入の減少分はＹ１の義務違反及びＹ２所有の

Ｂビルの設置保存の瑕疵と相当因果関係を有する損害と評価するのが相当である。Ｙ１はＸに対し、

不法行為（民法709条）による損害賠償債務として8,878万円余を支払うべき義務を負い、Ｙ２は

Ｘに対し、不法行為（民法717条１項）による損害賠償債務として支払うべき義務を負うが、これ

らは不真正連帯債務の関係に立つと解される。

【まとめ】

免許更新の手続きはお早めに！！

　免許更新の手続きは、有効期間満了日の９０日前から３０日前までの間に申請して下さい。

　免許更新手続きを忘れて免許が失効しますと、宅建業を営むことができなくなりますのでご

注意下さい。

（一財）不動産適正取引推進機構「RETIO」より抜粋

　本事案では、隣接地のビル所有者の設置保存の瑕疵による工作物責任とともに、ビル解体工

事を実施した事業者が隣接地のビルからの建材剥離の可能性を買主に説明しなかったことにつ

いても不法行為責任が認められている。事業者は外壁剥離の可能性を認識・予見した時点で、

買主に可能性を説明するとともに、対処措置等について協議すべきであったと思われる。

　類似事案では、「壁面タイル落下の危険性を放置した建物所有者に、営業ができなかった隣

地駐車場の損害について賠償責任を認めた事例」（東京地判　平31・３・25）がある。また、

人的被害が発生した場合には民事のみならず刑事責任を問われることもあり、「店舗の突出看

板の支柱が落下し歩行者が重篤な傷害を負った事件において、店舗責任者に業務上過失傷害罪

の成立を認めた事例」（札幌地判　平29・３・13）についても注視願いたい。
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６月３日
・(公社)中部圏不動産流通機構第１回理事会
　名古屋市：山本会長、瀬上常務理事出席
・全宅連中部地区連絡会第１回運営協議会
　名古屋市：山本会長出席
６月５日
・岐阜県空家等対策協議会
　岐阜市：山本会長、磯西事務局長出席
６月９日
・全宅連第２回広報啓発委員会
　東京：山本会長出席
６月１０日
・第２回宅建試験事務説明会
６月１３日
・第２回法定講習会
６月１５日
・宅建ぎふＶｏｌ.５８２
６月１７日

・東海不動産公正取引協議会定時総会　　　
名古屋市：山本会長、林副会長、土屋・菱
田常務理事、吉益職員出席

６月１９日
・第１回正副会長会議
・弁護士相談
６月２０日
・(公社)中部圏不動産流通機構定時総会
　名古屋市：山本会長、磯西事務局長出席
６月２６日
・全宅連・全宅保証令和７年度定時総会
　東京：山本会長、林副会長、磯西事務局長、
吉益職員出席

６月２７日
・(一社)全国賃貸不動産管理業協会第１５回
定時社員総会

　東京：東常務理事、磯西事務局長出席

岐阜中支部
６月１７日
　巡回相談(岐阜市役所)
６月１９日
　第１回役員会
６月２４日
　巡回相談(岐阜市役所)

岐阜南支部
６月２日
　第２回正副支部長会議
６月３日
　巡回相談(岐阜市役所)
６月４日
　巡回相談(各務原市役所)
６月１７日
　第２回幹事会
６月１８日

　巡回相談(羽島市役所)
６月２４日
　第１回広報誌発行担当者会
議
６月２７日
　第１回広報情報提供委員会
　第２回広報誌発行担当者会
議

岐阜北支部
６月１０日
　巡回相談(岐阜市役所)

西濃支部
６月１９日
　養老町空き家相談会(養老
　町中央公民館)
６月２７日

　西濃土地建物六士協議会総
会　
　巡回相談（大垣市役所）

中濃支部
６月５日
　第１回流通委員会
６月１０日
　巡回相談(関総合福祉会館)
６月１３日
　第１回研修委員会
６月１６日
　入会審査会

飛騨支部
６月６日
　流通広報委員会

き動の
会協

支 部 だ よ り
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免 許 番 号

免許年月日
商号又は名称 専任の宅建取引士 事 務 所 所 在 地電 話 番 号

ＦＡＸ番号
代　表　者

（政令使用人） 〒

入　会　者（会員名簿に貼付けしてご利用頂けます。）

18

20

28

32

頁

【岐阜北支部】

石 榑 優 一⑴　5353
 7. 1.29

イ シ グ レ 不 動 産 岐阜市萱場東10-30
058-233-2324
058-231-7939

502-
0935

【中濃支部】

山 田 重 貴⑾　2480
 4. 3.30

㈱ ヤ マ カ 木 材
可児市下恵土4100

0574-66-1505
0574-66-1506

509-
0203

会•員
•の•異•動

㈱ワイエス・コーポレーション

○ 大 成 不 動 産

㈱ Ｏ Ｎ Ａ 不 動 産 販 売

㈱ Ｔ Ｋ 企 画

中 尾 正 邦

箕 浦 茂 幸

大 西 晃 奨

廣 瀬 貴 幸

岐阜南

岐阜南

岐阜北

岐阜北

岐阜市茜部新所3-73

羽島市足近町南宿2929

岐阜市上土居1-5-2

瑞穂市十九条字屋敷736-1

廃　　業

死　　亡

廃　　業

廃　　業

支　部 商　　　　　号 代　表　者 備考事務所所在地

退　会　者

変更事項（６月）

支　部 商　　　　　号 変更事項 頁
変　　更　　内　　容

旧 新

所 在 地

代 表 者

所 在 地

Ｔ Ｅ Ｌ

Ｆ Ａ Ｘ

政令使用人

Ｔ Ｅ Ｌ

政令使用人

代 表 者

代 表 者

代 表 者

所 在 地

政令使用人

岐阜中

岐阜中

岐阜南

岐阜南

岐阜北

西　濃

西　濃

西　濃

中　濃

東　濃

〒500-8381
岐阜市市橋4-11-11

芳井敬一

〒500-8466
岐阜市加納本石町3-6
ディライト106

080-7228-3405

吉川慶祐

058-377-3244

臼井勝弘

西脇きよ子

安藤稔

〒505-0038
美濃加茂市中部台3-3-2

寺尾美香

〒500-8381
岐阜市市橋3-6-24

大友浩嗣

〒500-8282
岐阜市茜部大川1-58-7

058-271-0001

058-271-0002

小見山将成

058-257-6811

小林憲和

山村範彦

西脇敏郎

安藤成人

〒505-0038
美濃加茂市中部台2-14-18

松田美香

あ ま の 不 動 産 ㈱

大 和 ハ ウ ス 工 業 ㈱
岐阜支店

㈱不動産ＳＨＯＰナカジツ
岐阜店

ネ ク ス テ ー ト

㈱ グ ラ ホ ス

イ ビ ケ ン ㈱

㈱ Ｔ Ｋ Ｅ ・ に し み の

㈲ ア ン ド ー 不 動 産

ナ ビ ・ コ ミ ュ ニ テ ィ ㈱
美濃加茂営業所

㈱ カ チ タ ス
多治見店

8

10

―

―

29

36

41

46

51

62

（熊　﨑　亮　也）シンプルホーム可児営業所

茂

※　頁の欄は、「令和６・７年度会員名簿」の掲載ページです。「―」表示は、名簿作成後の入会者・支部移転者等です。
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本部事務局・支部事務所の夏季休暇について
　８月１２日（火）～１５日（金）は夏季休暇により、岐阜県不動産会館及び各支部事務所は
休館（休日）となりますので、よろしくお願いします。
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安心・安全な不動産取引をサポートする
不動産の総合情報サイト

公益社団法人 岐阜県宅地建物取引業協会
https://www.gi fu-takken.or. jp

令和7年6月30日現在
所属会員　1,117名

発　行　所

岐阜市六条南二丁目５番３号（岐阜県不動産会館）
公益社団法人
公益社団法人

岐 阜 県 宅 地 建 物 取 引 業 協 会
全国宅地建物取引業保証協会岐阜本部

電話　058（275）1551　ＦＡＸ　058（274）8833

（発行人）
　　
（編集責任者）
会長・本部長　　山　本　武　久

情報提供委員長　　瀬　上　直　樹

不動産に関するご相談は、不動産無料相談所へ

岐阜中支部

岐阜南支部

岐阜北支部

西 濃 支 部

中 濃 支 部

東 濃 支 部

飛 騨 支 部

岐阜市金園町５－２６－５ 058-248-6691

羽島郡岐南町下印食３－４７ 058-274-8899

岐阜市福光東１－２５－１
　白木ビル２Ｆ
大垣市住吉町５－１１
　オノデン住吉ビル２Ｆ
美濃加茂市太田本町１－１－２０
　美濃加茂商工会館１Ｆ

土岐市泉北山町3－3

058-295-1982

0584-73-2300

0574-23-1800

0572-55-7218

高山市昭和町２－31－19 0577-36-1396

支 部 名 電 話 番 号所 　 在 　 地

　本会では、本部、各支部事務所に不動産無料相談所を設置し、不動産取引に関するご相談、ご質問
にお応えしています。

　来館による相談は事前に電話でご予約ください。
岐阜市六条南２－５－３　岐阜県不動産会館
058－275－1551
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：00～12：00　午後１：00～４：00
事前に電話でご予約ください。
　毎月第３木曜日　午後１：30～４：00（予約制）

　事前に電話でご予約ください。
毎週月曜日～金曜日（祝日、本会の指定する日を除く。）
　午前 10：30～12：00　午後１：00～３：30

【本部無料相談所】
所　在　地
電 話 番 号
実 施 日 時

弁護士相談

【支部無料相談所】
実 施 日 時

　「ハトマーク」は、全宅連系ハトマークグループのシンボルマークです。

　「ハトマーク」の２羽のハトは、「会員とお客さま」、赤色は「太陽」、緑

色は「大地」、白色は「取引の公正」を表しています。


